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貸 借 対 照 表 
（平成２５年３月３１日現在） 

（単位:千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

<資 産 の 部> 

流 動 資 産 

現金及び預金 

売 掛 金 

未 収 入 金 

商 品 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

未収消費税等 

繰延税金資産 

 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

建物付属設備 

構 築 物 

車 両 運 搬 具 

工具器具備品 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

電 話 加 入 権 

ソフトウェア 

投資その他の資産 

長期前払費用 

繰延税金資産 

 

７９６,１９２ 

２２９,６５７ 

１,０７９ 

５０５,２１４ 

７,８１２ 

２,２８２ 

１３４ 

４５,８６２ 

４,１４９ 

 

２,６０８,５１１ 

２,５７８,８６９ 

１,９７２,６５２ 

２７４,１３５ 

１５６,５１２ 

７０,７１１ 

１０２,９３５ 

１,９２２ 

１,０１６ 

３５１ 

６６５ 

２８,６２６ 

３７５ 

２８,２５１ 

<負 債 の 部> 

流 動 負 債 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

１年以内返済予定の長期借入金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未払法人税等 

前 受 家 賃 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

預 り 敷 金 

退職給付引当金 

負 債 合 計 

 

 

<純 資 産 の 部> 

株 主 資 本 

資 本 金 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

純 資 産 合 計 

 

１,１４２,２２７ 

４,６８９ 

４７９,６００ 

５５,４００ 

４９４,２４６ 

４０,１３９ 

１２,６８９ 

３９,１５０ 

１０,５５９ 

５,７５２ 

２４９,８７６ 

１１６,８００ 

５６,６０３ 

７６,４７２ 

１，３９２,１０３ 

 

 

 

２,０１２,６００ 

１,５００,０００ 

５１２,６００ 

５１２,６００ 

５１２,６００ 

２,０１２,６００ 

資 産 合 計 ３,４０４,７０４ 負債及び純資産合計 ３,４０４,７０４ 
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損 益 計 算 書 

平成２４年４月 １日から 

平成２５年３月３１日まで 

                        （単位：千円） 

科    目 金  額 

売 上 高 

家 賃 収 入 

商 品 売 上 高 

施 設 利 用 収 入 

広 告 収 入 

受 取 手 数 料 

 

７２１,２０１ 

４８６,１０２ 

１０９,３９８ 

４２,７４７ 

７０,０６９ 

１２,８８３ 

売 上 原 価  ７８,６３９ 

 売 上 総 利 益  ６４２,５６２ 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ５５７,０４６ 

 営 業 利 益  ８５,５１５ 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

雑 収 入 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

 ２,２６４ 

７８ 

２,１８５ 

２,５８８ 

２,５８８ 

 経 常 利 益  ８５,１９１ 

特 別 利 益 

補 助 金 収 入 

 １,０５１,０００ 

１,０５１,０００ 

特 別 損 失 

固 定 資 産 除 却 損 

固 定 資 産 圧 縮 損 

 １,０５７,０７９ 

２０,２２３ 

１,０３６,８５５ 

税 引 前 当 期 純 利 益  ７９,１１２ 

法 人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 
 

３３,２０６ 

△１,９１４ 

当 期 純 利 益  ４７,８２０ 
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個 別 注 記 表 

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

２． 重要な会計方針に係る事項 

(1)資産の評価基準および評価方法 

たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品・・・・・・・ 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法によって算出） 

貯蔵品・・・・・・・ 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法によって算出） 

(2)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産・・・ 定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

②無形固定資産・・・  定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

③長期前払費用・・・ 均等償却によっております。なお、償却期間については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっております。 

(3)引当金の計上基準 

①賞与引当金・・・・ 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

②退職給付引当金・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。なお、会計基準変更時差異は、15年による

均等額を費用処理しております。 

(4)リース取引の処理方法 

平成 20 年３月 31 日以前に契約したリース物件で、所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

(5)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額   ４,４１０,８０９千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

   発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末 

株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 ３０,０００ ―  ―  ３０,０００ 

合 計 ３０,０００ ―  ―  ３０,０００ 

自己株式     

普通株式 ―  ―  ―  ―  

合 計 ―  ―  ―  ―  
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５．税効果会計に関する注記 

   繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

                            当事業年度 

                      （平成25年３月31日現在） 

（単位:千円） 

（繰延税金資産） 

      退職給付引当金                ２７,０４８ 

      賞与引当金                   ２,１７１ 

      未払事業税                         １,４５３ 

未払事業所税                  １,３２４ 

      その他                                         ４０１ 

  繰延税金資産合計                          ３２,４００ 

    

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

   リース取引は、当社の事業内容に照らして重要性が乏しく、リース契約一件当たりの金額は少額

であるため注記を省略しております。 

 

７. 金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

    当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行借入による方針で

す。 

    売掛金及び未収入金に係る顧客の信用リスクは、期日管理を行い、主な取引先の信用状況を半期

ごとに把握する体制としております。 

    借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であり、支払利息の金利

は固定です。 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

平成25年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額（＊１） 時価（＊１） 差額 

現金及び預金 

売掛金 

未収入金 

未収消費税等 

買掛金 

未払金 

未払費用 

未払法人税等 

預り金 

短期借入金 

１年以内返済予定の 

長期借入金 

長期借入金 

２２９,６５７   

１,０７９   

５０５,２１４   

４５,８６２ 

（４,６８９） 

（４９４,２４６） 

（４０,１３９） 

１２,６８９ 

（１０,５５９） 

（４７９,６００） 

 

（５５,４００） 

（１１６,８００） 

２２９,６５７   

１,０７９   

   ５０５,２１４  

４５,８６２ 

（４,６８９） 

（４９４,２４６） 

（４０,１３９） 

１２,６８９ 

（１０,５５９） 

（４７９,６００） 

       

（５６,３９４） 

（１１１,８３５） 

０  

０  

０ 

０  

０  

０  

０ 

０  

０  

０  

  

 ９９４  

(４,９６４) 

（＊１）負債に計上されているものについては、( )で示しています。 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

（1）現金及び預金、売掛金、未収入金、未収消費税等、買掛金、未払金、未払費用、未払法

人税等、 預り金及び短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
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額によっております。 

(2)１年以内返済予定の長期借入金及び長期借入金 

元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 貸借対照表計上額（千円） 

預り敷金 ５６,６０３ 

賃貸物件における賃借人から預託されている預り敷金は、市場価格がなく、かつ、賃借人の

入居から退去までの実質的な預託期間を算定することは困難であることから、合理的なキャッ

シュ・フローを見積ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。 

 

８. 賃貸等不動産に関する注記 

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、香川県高松市において、賃貸用の旅客ターミナルビル、附属棟及び貨物ターミナルビ

ルを有しております。 

（2）賃貸等不動産の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 

２,２４６,６３６ １,７１６,９６８ 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

（注２）当期末の時価は、固定資産税評価額によっております。 

 

９. 関連当事者との取引に関する注記 

(1)法人主要株主等 

属
性 

会社等 
の名称 

住所 

資本金 
又は 
出資金 
（千円） 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権
等の被
所有割
合（％） 

関係内容 
取引の内容 

取引 
金額 
(千円) 

科目 
期末 
残高 
(千円) 

役員の
兼任等 

事業上
の関係 

法
人
主
要
株
主 

香川県 

香川県高
松市番町
四丁目１
番１０号 

―  
地方公 
共団体 

直接 
31.1 
間接 
0 

兼任 
１人 

広告 
営業 
取引 

広告 
展示 

250 
未収入金 198,565 

資金 
援助 

営業取 
引以外 
の取引 

補助金 793,250 

資金 
の 
借入 

560,600 

短期借入金 ― 

１年以内 
返済予定の
長期借入金 

― 

長期借入金 ― 

高松市 

香川県高
松市番町
一丁目８
番１５号 

   ― 
地方公
共団体 

直接 
19.2 
間接 
0 

兼任 
2人 

資金 
援助 

営業取
引以外
の取引 

補助金 257,750 未収入金 257,750 

全日本 
空輸㈱ 

東京都港
区東新橋
一丁目５
番２号汐
留シティ
センター 

318,789,426 
航 空 
運輸業 

直接 
13.9 
間接 
0 

出向 
１人 

施設の
賃貸等 

営業 
取引 

小売 12 売掛金 ― 

空港 
ビルの 
賃貸 

176,684 未収入金 892 

出向者の 
人件費 

5,100 未払費用 425 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1)資金の借入のうち、短期借入金については、無利子、無担保で１年以内の返済となっております。 

(2)当社の賃貸については、物件の償却費等を勘案した賃料を設定しております。なお、他の航空会

社にも同一の料率を設定しております。 

 

10．資産除去債務に関する注記 

当社は、国土交通省大阪航空局が管理する国有財産に関する国有財産使用許可に基づき、当社

が使用する使用許可物件（土地）の返還時に、当社が所有する旅客ターミナルビル等を撤去する原
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状回復義務を有しております。 

しかし、旅客ターミナルビル等は、公共性の高い施設であり、当社の裁量だけでは撤去の

是非や時期を決定することは難しく、現時点において資産除去債務を合理的に見積ることが困

難なため、資産除去債務を計上しておりません。 

 

11. １株当たり情報に関する注記 

(1)１株当たり純資産額    ６７,０８６円６９銭 

(2)１株当たり当期純利益    １,５９４円０２銭 

 

12. 重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

13. その他の注記 

   国庫補助金等（香川県及び高松市からの補助金）により取得した資産の取得原価から控除してい

る圧縮記帳額 

    建物         ６１９,２２０千円 

    建物付属設備     ３６４,６２８千円 

    構築物         ２４,５１５千円 

    車両運搬具       ２０,９９９千円 

    工具器具備品       ７,４９１千円 


